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五  賃金（臨時に支払われる賃金、賞与及び労働基準法施行規則 （昭和二十二年厚生省令第二十三号）第八条各号に掲げ

る賃金を除く。）の額に関する事項 

六  健康保険法 （大正十一年法律第七十号）による健康保険、厚生年金保険法 （昭和二十九年法律第百十五号）による

厚生年金、労働者災害補償保険法 （昭和二十二年法律第五十号）による労働者災害補償保険及び雇用保険法 （昭和四

十九年法律第百十六号）による雇用保険の適用に関する事項 

七  労働者を雇用しようとする者の氏名又は名称に関する事項 

八  労働者を派遣労働者として雇用しようとする旨

4  法第5条の3第4項の厚生労働省令で定める方法は、前項各号に掲げる事項（以下この項及び次項において「明示事項」と

いう。）が明らかとなる次のいずれかの方法とする。ただし、職業紹介の実施について緊急の必要があるためあらかじめこれ

らの方法によることができない場合において、明示事項をあらかじめこれらの方法以外の方法により明示したときは、この

限りでない。 

一  書面の交付の方法 

二  電子情報処理組織（書面交付者（明示事項を前号の方法により明示する場合において、書面の交付を行うべき者をいう。

以下この号において同じ。）の使用に係る電子計算機と、書面被交付者（明示事項を前号の方法により明示する場合におい

て、書面の交付を受けるべき者をいう。以下この号及び次項において同じ。）の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。）を使用する方法のうち、書面交付者の使用に係る電子計算機と書面被交付者の使用に

係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、書面被交付者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録する方法（書面被交付者がファイルへの記録を出力することによる書面を作成することができるものに限る。）によ

ることを書面被交付者が希望した場合における当該方法 

5  前項第二号の方法により行われた明示事項の明示は、書面被交付者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録

されたときに当該書面被交付者に到達したものとみなす。  

6  法第5条の3第1項から第3項までの規定による明示は、試みの使用期間中の従事すべき業務の内容等と当該期間が終了した

後の従事すべき業務の内容等とが異なる場合には、それぞれの従事すべき業務の内容等を示すことにより行わなければなら

ない。 

7  求人者、労働者の募集を行う者及び労働者供給を受けようとする者は、求職者、募集に応じて労働者となろうとする者又

は供給される労働者に対して法第5条の3第1項の規定により明示された従事すべき業務の内容等に関する記録を、当該明示に

係る職業紹介、労働者の募集又は労働者供給が終了する日(当該明示に係る職業紹介、労働者の募集又は労働者供給が終了す

る日以降に当該明示に係る労働契約を締結しようとする者にあつては、当該明示に係る労働契約を締結する日)までの間保存

しなければならない。 

8  求人者は、公共職業安定所から求職者の紹介を受けたときは、当該公共職業安定所に、その者を採用したかどうかを及び

採用しないときはその理由を、速やかに、通知するものとする。 

○労働基準法（抄） 
(労働条件の決定) 

第2条 労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場において決定すべきものである。 

2 労働者及び使用者は、労働協約、就業規則及び労働契約を遵守し、誠実に各々その義務を履行しなければならない。 

(均等待遇) 

第3条 使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、労働時間その他の労働条件について、差別的取扱

をしてはならない。 

(労働条件の明示) 

第15条 使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければならない。 

 この場合において、賃金及び労働時間に関する事項その他の厚生労働省令で定める事項については、厚生労働省令で定める

方法により明示しなければならない。 

2 前項の規定によつて明示された労働条件が事実と相違する場合においては、労働者は、即時に労働契約を解除することがで

きる。 

3 前項の場合、就業のために住居を変更した労働者が、契約解除の日から十四日以内に帰郷する場合においては、使用者は、

必要な旅費を負担しなければならない。 

(労働者名簿) 

第107条 使用者は、各事業場ごとに労働者名簿を、各労働者(日日雇い入れられる者を除く。)について調製し、労働者の氏名、

生年月日、履歴その他厚生労働省令で定める事項を記入しなければならない。 

2 前項の規定により記入すべき事項に変更があつた場合においては、遅滞なく訂正しなければならない。 

○労働基準法施行規則（抄） 
(労働条件) 

第5条  使用者が法第十五条第一項 前段の規定により労働者に対して明示しなければならない労働条件は、次に掲げるものと

する。ただし、第一号の二に掲げる事項については期間の定めのある労働契約であつて当該労働契約の期間の満了後に当該

労働契約を更新する場合があるものの締結の場合に限り、第四号の二から第十一号までに掲げる事項については使用者がこ

○職業安定法（抄） 
(職業選択の自由) 

第2条  何人も、公共の福祉に反しない限り、職業を自由に選択することができる。 

 (均等待遇) 

第3条  何人も、人種、国籍、信条、性別、社会的身分、門地、従前の職業、労働組合の組合員であること等を理由として、

職業紹介、職業指導等について、差別的取扱を受けることがない。但し、労働組合法の規定によつて、雇用主と労働組合と

の間に締結された労働協約に別段の定のある場合は、この限りでない。 

(労働条件等の明示) 

第5条の3  公共職業安定所、特定地方公共団体及び職業紹介事業者、労働者の募集を行う者及び募集受託者並びに労働者供

給事業者は、それぞれ、職業紹介、労働者の募集又は労働者供給に当たり、求職者、募集に応じて労働者になろうとする者

又は供給される労働者に対し、その者が従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければなら

ない。 

2  求人者は求人の申込みに当たり公共職業安定所、特定地方公共団体又は職業紹介事業者に対し、労働者供給を受けようと

する者はあらかじめ労働者供給事業者に対し、それぞれ、求職者又は供給される労働者が従事すべき業務の内容及び賃金、

労働時間その他の労働条件を明示しなければならない。 

3  求人者、労働者の募集を行う者及び労働者供給を受けようとする者(供給される労働者を雇用する場合に限る。)は、それ

ぞれ、求人の申込みをした公共職業安定所、特定地方公共団体若しくは職業紹介事業者の紹介による求職者、募集に応じて

労働者になろうとする者又は供給される労働者と労働契約を締結しようとする場合であつて、これらの者に対して第一項の

規定により明示された従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件(以下この項において「従事すべき業務の

内容等」という。)を変更する場合その他厚生労働省令で定める場合は、当該契約の相手方となろうとする者に対し、当該変

更する従事すべき業務の内容等その他厚生労働省令で定める事項を明示しなければならない。

4  前三項の規定による明示は、賃金及び労働時間に関する事項その他の厚生労働省令で定める事項については、厚生労働省

令で定める方法により行わなければならない。 

(求職者等の個人情報の取扱い) 

第5条の4  公共職業安定所、特定地方公共団体、職業紹介事業者及び求人者、労働者の募集を行う者及び募集受託者並びに

労働者供給事業者及び労働者供給を受けようとする者(次項において「公共職業安定所等」という。)は、それぞれ、その業

務に関し、求職者、募集に応じて労働者になろうとする者又は供給される労働者の個人情報(以下この条において「求職者等

の個人情報」という。)を収集し、保管し、又は使用するに当たつては、その業務の目的の達成に必要な範囲内で求職者等の

個人情報を収集し、並びに当該収集の目的の範囲内でこれを保管し、及び使用しなければならない。ただし、本人の同意が

ある場合その他正当な事由がある場合は、この限りでない。 

2  公共職業安定所等は、求職者等の個人情報を適正に管理するために必要な措置を講じなければならない。 

○職業安定法施行規則（抄） 
(法第3条に関する事項)  

第3条 

2  職業安定組織は、すべての求職者に対して、その能力に応じた就職の機会を多からしめると共に、雇用主に対しては、絶

えず緊密な連絡を保ち、労働者の雇用条件は、専ら作業の遂行を基礎としてこれを定めるように、指導しなければならない。 

（法第5条の3に関する事項） 

第4条の2  法第5条の3第3項の厚生労働省令で定める場合は、次のとおりとする。

一  求人の申込みをした公共職業安定所、特定地方公共団体若しくは職業紹介事業者の紹介による求職者、募集に応じて

労働者になろうとする者又は供給される労働者(以下この項において「紹介求職者等」という。)に対して法第五条の三

第一項の規定により明示された従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件(以下「従事すべき業務の内

容等」という。)の範囲内で従事すべき業務の内容等を特定する場合 

二  紹介求職者等に対して法第五条の三第一項の規定により明示された従事すべき業務の内容等を削除する場合 

三  従事すべき業務の内容等を追加する場合

2  法第5条の3第3項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一  前項第一号の場合において特定する従事すべき業務の内容等 

二  前項第二号の場合において削除する従事すべき業務の内容等 

三  前項第三号の場合において追加する従事すべき業務の内容等 

3  法第5条の3第4項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。 ただし、第8号に掲げる事項にあつては、労働者

を派遣労働者(労働者派遣法第2条第2号に規定する派遣労働者をいう。以下同じ。)として雇用しようとする者に限るものと

する。

一  労働者が従事すべき業務の内容に関する事項 

二  労働契約の期間に関する事項 

二の二 試みの使用期間に関する事項 

三  就業の場所に関する事項 

四  始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間及び休日に関する事項 

− 82 −



五  賃金（臨時に支払われる賃金、賞与及び労働基準法施行規則 （昭和二十二年厚生省令第二十三号）第八条各号に掲げ

る賃金を除く。）の額に関する事項 

六  健康保険法 （大正十一年法律第七十号）による健康保険、厚生年金保険法 （昭和二十九年法律第百十五号）による

厚生年金、労働者災害補償保険法 （昭和二十二年法律第五十号）による労働者災害補償保険及び雇用保険法 （昭和四

十九年法律第百十六号）による雇用保険の適用に関する事項 

七  労働者を雇用しようとする者の氏名又は名称に関する事項 

八  労働者を派遣労働者として雇用しようとする旨

4  法第5条の3第4項の厚生労働省令で定める方法は、前項各号に掲げる事項（以下この項及び次項において「明示事項」と

いう。）が明らかとなる次のいずれかの方法とする。ただし、職業紹介の実施について緊急の必要があるためあらかじめこれ

らの方法によることができない場合において、明示事項をあらかじめこれらの方法以外の方法により明示したときは、この

限りでない。 

一  書面の交付の方法 

二  電子情報処理組織（書面交付者（明示事項を前号の方法により明示する場合において、書面の交付を行うべき者をいう。

以下この号において同じ。）の使用に係る電子計算機と、書面被交付者（明示事項を前号の方法により明示する場合におい

て、書面の交付を受けるべき者をいう。以下この号及び次項において同じ。）の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。）を使用する方法のうち、書面交付者の使用に係る電子計算機と書面被交付者の使用に

係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、書面被交付者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録する方法（書面被交付者がファイルへの記録を出力することによる書面を作成することができるものに限る。）によ

ることを書面被交付者が希望した場合における当該方法 

5  前項第二号の方法により行われた明示事項の明示は、書面被交付者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録

されたときに当該書面被交付者に到達したものとみなす。  

6  法第5条の3第1項から第3項までの規定による明示は、試みの使用期間中の従事すべき業務の内容等と当該期間が終了した

後の従事すべき業務の内容等とが異なる場合には、それぞれの従事すべき業務の内容等を示すことにより行わなければなら

ない。 

7  求人者、労働者の募集を行う者及び労働者供給を受けようとする者は、求職者、募集に応じて労働者となろうとする者又

は供給される労働者に対して法第5条の3第1項の規定により明示された従事すべき業務の内容等に関する記録を、当該明示に

係る職業紹介、労働者の募集又は労働者供給が終了する日(当該明示に係る職業紹介、労働者の募集又は労働者供給が終了す

る日以降に当該明示に係る労働契約を締結しようとする者にあつては、当該明示に係る労働契約を締結する日)までの間保存

しなければならない。 

8  求人者は、公共職業安定所から求職者の紹介を受けたときは、当該公共職業安定所に、その者を採用したかどうかを及び

採用しないときはその理由を、速やかに、通知するものとする。 

○労働基準法（抄） 
(労働条件の決定) 

第2条 労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場において決定すべきものである。 

2 労働者及び使用者は、労働協約、就業規則及び労働契約を遵守し、誠実に各々その義務を履行しなければならない。 

(均等待遇) 

第3条 使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、労働時間その他の労働条件について、差別的取扱

をしてはならない。 

(労働条件の明示) 

第15条 使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければならない。 

 この場合において、賃金及び労働時間に関する事項その他の厚生労働省令で定める事項については、厚生労働省令で定める

方法により明示しなければならない。 

2 前項の規定によつて明示された労働条件が事実と相違する場合においては、労働者は、即時に労働契約を解除することがで

きる。 

3 前項の場合、就業のために住居を変更した労働者が、契約解除の日から十四日以内に帰郷する場合においては、使用者は、

必要な旅費を負担しなければならない。 

(労働者名簿) 

第107条 使用者は、各事業場ごとに労働者名簿を、各労働者(日日雇い入れられる者を除く。)について調製し、労働者の氏名、

生年月日、履歴その他厚生労働省令で定める事項を記入しなければならない。 

2 前項の規定により記入すべき事項に変更があつた場合においては、遅滞なく訂正しなければならない。 

○労働基準法施行規則（抄） 
(労働条件) 

第5条  使用者が法第十五条第一項 前段の規定により労働者に対して明示しなければならない労働条件は、次に掲げるものと

する。ただし、第一号の二に掲げる事項については期間の定めのある労働契約であつて当該労働契約の期間の満了後に当該

労働契約を更新する場合があるものの締結の場合に限り、第四号の二から第十一号までに掲げる事項については使用者がこ
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を可能な限り速やかに明示しなければならないこと。 

(二) 求人者は求人の申込みに当たり公共職業安定所、特定地方公共団体又は職業紹介事業者に対し、労働者供給

を受けようとする者はあらかじめ労働者供給事業者に対し、それぞれ、法第五条の三第二項の規定に基づき、従

事すべき業務の内容等を明示しなければならないこと。 

(三) 職業紹介事業者等は、(一)又は(二)により従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、次に掲げると

ころによらなければならないこと。 

イ 明示する従事すべき業務の内容等は、虚偽又は誇大な内容としないこと。 

ロ 労働時間に関しては、始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働、休憩時間、休日等について明示

すること。また、労働基準法(昭和二十二年法律第四十九号)第三十八条の三第一項の規定により同項第二号

に掲げる時間労働したものとみなす場合又は同法第三十八条の四第一項の規定により同項第三号に掲げる時

間労働したものとみなす場合は、その旨を明示すること。 

ハ 賃金に関しては、賃金形態(月給、日給、時給等の区分)、基本給、定額的に支払われる手当、通勤手当、

昇給に関する事項等について明示すること。また、一定時間分の時間外労働、休日労働及び深夜労働に対す

る割増賃金を定額で支払うこととする労働契約を締結する仕組みを採用する場合は、名称のいかんにかかわ

らず、一定時間分の時間外労働、休日労働及び深夜労働に対して定額で支払われる割増賃金(以下このハにお

いて「固定残業代」という。)に係る計算方法(固定残業代の算定の基礎として設定する労働時間数(以下この

ハにおいて「固定残業時間」という。)及び金額を明らかにするものに限る。)、固定残業代を除外した基本

給の額、固定残業時間を超える時間外労働、休日労働及び深夜労働分についての割増賃金を追加で支払うこ

と等を明示すること。 

ニ 期間の定めのある労働契約を締結しようとする場合は、当該契約が試みの使用期間の性質を有するもので

あっても、当該試みの使用期間の終了後の従事すべき業務の内容等ではなく、当該試みの使用期間に係る従

事すべき業務の内容等を明示すること。 

(四) 職業紹介事業者等は、(一)又は(二)により従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、次に掲げると

ころによるべきであること。 

イ 原則として、求職者等と最初に接触する時点までに従事すべき業務の内容等を明示すること。なお、(三)

ロ後段及び(三)ハ後段に係る内容の明示については、特に留意すること。 

ロ 従事すべき業務の内容等の事項の一部をやむを得ず別途明示することとするときは、その旨を併せて明示

すること。 

(五) 職業紹介事業者等は、(一)又は(二)により従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、次に掲げる事

項に配慮すること。 

イ 求職者等に具体的に理解されるものとなるよう、従事すべき業務の内容等の水準、範囲等を可能な限り限

定すること。 

ロ 求職者等が従事すべき業務の内容に関しては、職場環境を含め、可能な限り具体的かつ詳細に明示すること。

ハ 明示する従事すべき業務の内容等が労働契約締結時の従事すべき業務の内容等と異なることとなる可能性

がある場合は、その旨を併せて明示するとともに、従事すべき業務の内容等が既に明示した内容と異なるこ

ととなった場合には、当該明示を受けた求職者等に速やかに知らせること。 

(六) 広告等により労働者の募集を行う者及び募集受託者は、法第四十二条第一項の規定により、当該募集に係る

従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、当該募集に応じようとする労働者に誤解を生じさせることの

ないように平易な表現を用いる等その的確な表示に努めなければならないこと。この場合において、募集情報等

提供事業を行う者をして労働者の募集に関する情報を労働者となろうとする者に提供させようとするときは、当

該募集情報等提供事業を行う者の協力を求めるよう努めるとともに、労働者の募集を行う者及び募集受託者は、

募集情報等提供事業を行う者から二(一)の依頼等があったときは、当該情報を適正なものとするよう適切な措置

を講ずること。 

二 募集情報等提供事業を行う者による募集情報の提供 

(一) 募集情報等提供事業を行う者は、労働者の募集を行う者又は募集受託者の依頼を受け提供する情報(以下「募

集情報」という。)が次のいずれかに該当すると認めるときは、当該募集情報を変更するよう労働者の募集を行

う者又は募集受託者に依頼するとともに、労働者の募集を行う者又は募集受託者が当該依頼に応じない場合は当

該募集情報を提供しないこととする等、適切に対応すること。 

イ 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的の募集情報 

ロ その内容が法令に違反する募集情報 

ハ 実際の従事すべき業務の内容等と相違する内容を含む募集情報 

(二) 募集情報等提供事業を行う者は、募集情報が(一)のイからハまでのいずれかに該当するおそれがあると認め

るときは、労働者の募集を行う者又は募集受託者に対し、当該募集情報が(一)のイからハまでのいずれかに該当

するかどうか確認すること。 

(三) 募集情報等提供事業を行う者は、労働者の募集を行う者又は募集受託者の承諾を得ることなく募集情報を改

変して提供してはならないこと。 

三 求人者等による労働条件等の変更等に係る明示 

(一) 求人者、労働者の募集を行う者及び労働者供給を受けようとする者(以下「求人者等」という。)は、法第五

れらに関する定めをしない場合においては、この限りでない。  

一  労働契約の期間に関する事項    

一の二  期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項    

一の三  就業の場所及び従事すべき業務に関する事項    

二  始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を二組以上に分けて就業

させる場合における就業時転換に関する事項    

三  賃金（退職手当及び第五号に規定する賃金を除く。以下この号において同じ。）の決定、計算及び支払の方法、賃金の

締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項    

四  退職に関する事項（解雇の事由を含む。）    

四の二  退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払の方法並びに退職手当の支払の時期に

関する事項    

五  臨時に支払われる賃金（退職手当を除く。）、賞与及び第八条各号に掲げる賃金並びに最低賃金額に関する事項    

六  労働者に負担させるべき食費、作業用品その他に関する事項    

七  安全及び衛生に関する事項    

八  職業訓練に関する事項    

九  災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項    

十  表彰及び制裁に関する事項    

十一  休職に関する事項  

2 法第十五条第一項 後段の厚生労働省令で定める事項は、前項第一号から第四号までに掲げる事項（昇給に関する事項を除

く。）とする。  

3  法第十五条第一項 後段の厚生労働省令で定める方法は、労働者に対する前項に規定する事項が明らかとなる書面の交付と

する。  

(労働者名簿の記入事項) 

第53条 法第107条第1項の労働者名簿(様式第19号)に記入しなければならない事項は、同条同項に規定するもののほか、次に掲

げるものとする。  

一 性別  

二 住所  

三 従事する業務の種類  

四 雇入の年月日  

五 退職の年月日及びその事由（退職の事由が解雇の場合にあっては、その理由を含む。）  

六 死亡の年月日及びその原因  

2 常時30人未満の労働者を使用する事業においては、前項第三号に掲げる事項を記入することを要しない。  

職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業を行う者、
労働者供給事業者、労働者供給を受けようとする者等が均等待遇、労働条件等の明示、求職者等
の個人情報の取扱い、職業紹介事業者の責務、募集内容の的確な表示、労働者の募集を行う者等
の責務、労働者供給事業者の責務等に関して適切に対処するための指針（抄） 

（平成11年労働省告示第141号） 

第二 法第三条に関する事項（均等待遇） 

一 差別的な取扱いの禁止 

職業紹介事業者、労働者供給事業者及び労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律（昭和六十年法律第八十八号）第二条第四号に規定する派遣元事業主（以下「職業紹介等事業者」という。）は、

全ての利用者に対し、その申込みの受理、面接、指導、紹介等の業務について人種、国籍、信条、性別、社会的身

分、門地、従前の職業、労働組合の組合員であること等を理由として、差別的な取扱いをしてはならないこと。 

また、職業紹介事業者及び労働者供給事業者は、求職者又は供給される労働者が法第四十八条の四第一項に基づ

く厚生労働大臣に対する申告を行ったことを理由として、差別的な取扱いをしてはならないこと。 

二 募集に関する男女の均等な機会の確保 

   職業紹介事業者及び労働者供給事業者が、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律（昭和四十七年法律第百十三号）第五条の規定に違反する内容の求人の申込みを受理して当該求人に対して職業

紹介を行い、又は同条の規定に違反する募集に対して労働者を供給することは法第三条の趣旨に反するものである

こと。 

第三 法第五条の三及び法第四十二条に関する事項（労働条件等の明示及び募集内容の的確な表示） 

一 職業紹介事業者等による労働条件等の明示 

(一) 職業紹介事業者、労働者の募集を行う者、募集受託者及び労働者供給事業者は、法第五条の三第一項の規定

に基づき、求職者、募集に応じて労働者になろうとする者又は供給される労働者(以下「求職者等」という。)

に対し、従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件(以下「従事すべき業務の内容等」という。)
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を可能な限り速やかに明示しなければならないこと。 

(二) 求人者は求人の申込みに当たり公共職業安定所、特定地方公共団体又は職業紹介事業者に対し、労働者供給

を受けようとする者はあらかじめ労働者供給事業者に対し、それぞれ、法第五条の三第二項の規定に基づき、従

事すべき業務の内容等を明示しなければならないこと。 

(三) 職業紹介事業者等は、(一)又は(二)により従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、次に掲げると

ころによらなければならないこと。 

イ 明示する従事すべき業務の内容等は、虚偽又は誇大な内容としないこと。 

ロ 労働時間に関しては、始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働、休憩時間、休日等について明示

すること。また、労働基準法(昭和二十二年法律第四十九号)第三十八条の三第一項の規定により同項第二号

に掲げる時間労働したものとみなす場合又は同法第三十八条の四第一項の規定により同項第三号に掲げる時

間労働したものとみなす場合は、その旨を明示すること。 

ハ 賃金に関しては、賃金形態(月給、日給、時給等の区分)、基本給、定額的に支払われる手当、通勤手当、

昇給に関する事項等について明示すること。また、一定時間分の時間外労働、休日労働及び深夜労働に対す

る割増賃金を定額で支払うこととする労働契約を締結する仕組みを採用する場合は、名称のいかんにかかわ

らず、一定時間分の時間外労働、休日労働及び深夜労働に対して定額で支払われる割増賃金(以下このハにお

いて「固定残業代」という。)に係る計算方法(固定残業代の算定の基礎として設定する労働時間数(以下この

ハにおいて「固定残業時間」という。)及び金額を明らかにするものに限る。)、固定残業代を除外した基本

給の額、固定残業時間を超える時間外労働、休日労働及び深夜労働分についての割増賃金を追加で支払うこ

と等を明示すること。 

ニ 期間の定めのある労働契約を締結しようとする場合は、当該契約が試みの使用期間の性質を有するもので

あっても、当該試みの使用期間の終了後の従事すべき業務の内容等ではなく、当該試みの使用期間に係る従

事すべき業務の内容等を明示すること。 

(四) 職業紹介事業者等は、(一)又は(二)により従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、次に掲げると

ころによるべきであること。 

イ 原則として、求職者等と最初に接触する時点までに従事すべき業務の内容等を明示すること。なお、(三)

ロ後段及び(三)ハ後段に係る内容の明示については、特に留意すること。 

ロ 従事すべき業務の内容等の事項の一部をやむを得ず別途明示することとするときは、その旨を併せて明示

すること。 

(五) 職業紹介事業者等は、(一)又は(二)により従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、次に掲げる事

項に配慮すること。 

イ 求職者等に具体的に理解されるものとなるよう、従事すべき業務の内容等の水準、範囲等を可能な限り限

定すること。 

ロ 求職者等が従事すべき業務の内容に関しては、職場環境を含め、可能な限り具体的かつ詳細に明示すること。

ハ 明示する従事すべき業務の内容等が労働契約締結時の従事すべき業務の内容等と異なることとなる可能性

がある場合は、その旨を併せて明示するとともに、従事すべき業務の内容等が既に明示した内容と異なるこ

ととなった場合には、当該明示を受けた求職者等に速やかに知らせること。 

(六) 広告等により労働者の募集を行う者及び募集受託者は、法第四十二条第一項の規定により、当該募集に係る

従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、当該募集に応じようとする労働者に誤解を生じさせることの

ないように平易な表現を用いる等その的確な表示に努めなければならないこと。この場合において、募集情報等

提供事業を行う者をして労働者の募集に関する情報を労働者となろうとする者に提供させようとするときは、当

該募集情報等提供事業を行う者の協力を求めるよう努めるとともに、労働者の募集を行う者及び募集受託者は、

募集情報等提供事業を行う者から二(一)の依頼等があったときは、当該情報を適正なものとするよう適切な措置

を講ずること。 

二 募集情報等提供事業を行う者による募集情報の提供 

(一) 募集情報等提供事業を行う者は、労働者の募集を行う者又は募集受託者の依頼を受け提供する情報(以下「募

集情報」という。)が次のいずれかに該当すると認めるときは、当該募集情報を変更するよう労働者の募集を行

う者又は募集受託者に依頼するとともに、労働者の募集を行う者又は募集受託者が当該依頼に応じない場合は当

該募集情報を提供しないこととする等、適切に対応すること。 

イ 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的の募集情報 

ロ その内容が法令に違反する募集情報 

ハ 実際の従事すべき業務の内容等と相違する内容を含む募集情報 

(二) 募集情報等提供事業を行う者は、募集情報が(一)のイからハまでのいずれかに該当するおそれがあると認め

るときは、労働者の募集を行う者又は募集受託者に対し、当該募集情報が(一)のイからハまでのいずれかに該当

するかどうか確認すること。 

(三) 募集情報等提供事業を行う者は、労働者の募集を行う者又は募集受託者の承諾を得ることなく募集情報を改

変して提供してはならないこと。 

三 求人者等による労働条件等の変更等に係る明示 

(一) 求人者、労働者の募集を行う者及び労働者供給を受けようとする者(以下「求人者等」という。)は、法第五
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二 個人情報の適正な管理 

（一） 職業紹介事業者等は、その保管又は使用に係る個人情報に関し、次の事項に係る措置を講ずるとともに、

求職者等からの求めに応じ、当該措置の内容を説明しなければならないこと。 

イ 個人情報を目的に応じ必要な範囲において正確かつ最新のものに保つための措置 

ロ 個人情報の紛失、破壊及び改ざんを防止するための措置 

ハ 正当な権限を有しない者による個人情報へのアクセスを防止するための措置 

ニ 収集目的に照らして保管する必要がなくなった個人情報を破棄又は削除するための措置 

（二） 職業紹介事業者等が、求職者等の秘密に該当する個人情報を知り得た場合には、当該個人情報が正当な理

由なく他人に知られることのないよう、厳重な管理を行わなければならないこと。 

（三） 職業紹介事業者及び労働者供給事業者は、次に掲げる事項を含む個人情報の適正管理に関する規程を作成

し、これを遵守しなければならないこと。 

イ 個人情報を取り扱うことができる者の範囲に関する事項 

ロ 個人情報を取り扱う者に対する研修等教育訓練に関する事項 

ハ 本人から求められた場合の個人情報の開示又は訂正（削除を含む。以下同じ。）の取扱いに関する事項 

ニ 個人情報の取扱いに関する苦情の処理に関する事項 

（四） 職業紹介事業者及び労働者供給事業者は、本人が個人情報の開示又は訂正の求めをしたことを理由として、

当該本人に対して不利益な取扱いをしてはならないこと。 

三 個人情報の保護に関する法律の遵守等 

一及び二に定めるもののほか、職業紹介事業者等は、個人情報の保護に関する法律第二条第五項に規定する個人

情報取扱事業者（以下「個人情報取扱事業者」という。）に該当する場合には、同法第四章第一節に規定する義務

を遵守しなければならないこと。また、個人情報取扱事業者に該当しない場合であっても、個人情報取扱事業者に

準じて、個人情報の適正な取扱いの確保に努めること。 

○雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用機会均等法）（抄） 
(目的)  

第１条 この法律は、法の下の平等を保障する日本国憲法の理念にのっとり雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確

保を図るとともに、女性労働者の就業に関して妊娠中及び出産後の健康の確保を図る等の措置を推進することを目的とする。

(基本的理念) 

第２条 この法律においては、労働者が性別により差別されることなく、また、女性労働者にあっては母性を尊重されつつ、充

実した職業生活を営むことができるようにすることをその基本的理念とする。 

２ 事業主並びに国及び地方公共団体は、前項に規定する基本的理念に従って、労働者の職業生活の充実が図られるように努め

なければならない。 

(性別を理由とする差別の禁止) 

第５条 事業主は、労働者の募集及び採用について、その性別にかかわりなく均等な機会を与えなければならない。  

第６条 事業主は、次に掲げる事項について、労働者の性別を理由として、差別的取扱いをしてはならない。 

 一 労働者の配置（業務の配分及び権限の付与を含む。）、昇進、降格及び教育訓練 

 二 住宅資金の貸付けその他これに準ずる福利厚生の措置であって厚生労働省令で定めるもの 

 三 労働者の職種及び雇用形態の変更 

 四 退職の勧奨、定年及び解雇並びに労働契約の更新 

(性別以外の事由を要件とする措置) 

第７条 事業主は、募集及び採用並びに前条各号に掲げる事項に関する措置であって労働者の性別以外の事由を要件とするもの

のうち、措置の要件を満たす男性及び女性の比率その他の事情を勘案して実質的に性別を理由とする差別となるおそれがあ

る措置として厚生労働省令で定めるものについては、当該措置の対象となる業務の性質に照らして当該措置の実施が当該業

務の遂行上特に必要である場合、事業の運営の状況に照らして当該措置の実施が雇用管理上特に必要である場合その他の合

理的な理由がある場合でなければ、これを講じてはならない。 

(女性労働者に係る措置に関する特例) 

第８条 前三条の規定は、事業主が、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障と 

なっている事情を改善することを目的として女性労働者に関して行う措置を講ずることを妨げるものではない。   

(婚姻、妊娠、出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等) 

第９条 事業主は、女性労働者が婚姻し、妊娠し、又は出産したことを退職理由として予定する定めをしてはならない。 

２ 事業主は、女性労働者が婚姻したことを理由として、解雇してはならない。 

３ 事業主は、その雇用する女性労働者が妊娠したこと、出産したこと、労働基準法第６５条第１項の規定による休業を請求し、

又は同項若しくは同条第２項の規定による休業をしたことその他の妊娠又は出産に関する事由であって厚生労働省令で定め

るものを理由として、当該女性労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

４ 妊娠中の女性労働者及び出産後一年を経過しない女性労働者に対してなされた解雇は、無効とする。ただし、事業主が当該

解雇が前項に規定する事由を理由とする解雇でないことを証明したときは、この限りでない。 

(指針) 

第10条 厚生労働大臣は、第５条から第７条まで及び前条第１項から第３項までの規定に定める事項に関し、事業主が適切に対

条の三第三項の規定に基づき、それぞれ、紹介された求職者、募集に応じて労働者になろうとする者又は供給さ

れる労働者((三)において「紹介求職者等」という。)と労働契約を締結しようとする場合であって、これらの者

に対して同条第一項の規定により明示された従事すべき業務の内容等(以下この三において「第一項明示」とい

う。)を変更し、特定し、削除し、又は第一項明示に含まれない従事すべき業務の内容等を追加する場合は、当

該契約の相手方となろうとする者に対し、当該変更し、特定し、削除し、又は追加する従事すべき業務の内容等

((三)において「変更内容等」という。)を明示しなければならないこと。 

(二) 法第五条の三第一項の規定に基づく明示について、一(四)ロにより、従事すべき業務の内容等の事項の一部

(以下この(二)において「当初明示事項」という。)が明示され、別途、当初明示事項以外の従事すべき業務の内

容等の事項が明示された場合は、当初明示事項を第一項明示として取り扱うこと。 

(三) 求人者等は、(一)の明示を行うに当たっては、紹介求職者等が変更内容等を十分に理解することができるよ

う、適切な明示方法をとらなければならないこと。その際、次のイの方法によることが望ましいものであるが、

次のロなどの方法によることも可能であること。 

イ 第一項明示と変更内容等とを対照することができる書面を交付すること。 

ロ 労働基準法第十五条第一項の規定に基づき交付される書面において、変更内容等に下線を引き、若しくは

着色し、又は変更内容等を注記すること。なお、第一項明示の一部の事項を削除する場合にあっては、削除

される前の当該従事すべき業務の内容等も併せて記載すること。 

(四) 求人者等は、締結しようとする労働契約に係る従事すべき業務の内容等の調整が終了した後、当該労働契約

を締結するかどうか紹介求職者等が考える時間が確保されるよう、可能な限り速やかに(一)の明示を行うこと。

また、(一)の明示を受けた紹介求職者等から、第一項明示を変更し、特定し、削除し、又は第一項明示に含まれ

ない従事すべき業務の内容等を追加する理由等について質問された場合には、適切に説明すること。 

(五) 第一項明示は、そのまま労働契約の内容となることが期待されているものであること。また、第一項明示を

安易に変更し、削除し、又は第一項明示に含まれない従事すべき業務の内容等を追加してはならないこと。 

(六) 学校卒業見込者等(青少年の雇用の促進等に関する法律(昭和四十五年法律第九十八号)第十一条に規定する

学校卒業見込者等をいう。以下この(六)において同じ。)については、特に配慮が必要であることから、第一項

明示を変更し、削除し、又は第一項明示に含まれない従事すべき業務の内容等を追加すること(一(四)ロにより、

従事すべき業務の内容等の一部をやむを得ず別途明示することとした場合において、当該別途明示することとさ

れた事項を追加することを除く。)は不適切であること。また、原則として、学校卒業見込者等を労働させ、賃

金を支払う旨を約し、又は通知するまでに、法第五条の三第一項及び(一)の明示が書面により行われるべきであ

ること。 

(七) 法第五条の三第一項の規定に基づく明示が法の規定に抵触するものであった場合、(一)の明示を行ったとし

ても、同項の規定に基づく明示が適切であったとみなされるものではないこと。 

(八) 求人者等は、第一項明示を変更し、削除し、又は第一項明示に含まれない従事すべき業務の内容等を追加し

た場合は、求人票等の内容を検証し、修正等を行うべきであること。 

四 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第二十条第一項に規定する理由の適切な提示 

職業紹介事業者、募集受託者及び労働者供給事業者は、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律施行規則(昭和

四十六年労働省令第二十四号)第六条の五第二項各号に掲げる書面又は電磁的記録により、高年齢者等の雇用の安

定等に関する法律(昭和四十六年法律第六十八号)第二十条第一項に規定する理由の提示を受けたときは、当該理由

を求職者等に対して、適切に提示すべきこと。 

五 公共職業安定所の求人情報の転載 

公共職業安定所が受理した求人の情報を転載する場合は、出所を明記するとともに、転載を行う者の氏名又は名

称、所在地及び電話番号を明示しなければならないこと。また、求人情報の更新を随時行い、最新の内容にするこ

と。 

第四 法第五条の四に関する事項（求職者等の個人情報の取扱い） 

一 個人情報の収集、保管及び使用 

（一） 職業紹介事業者等は、その業務の目的の範囲内で求職者等の個人情報（一及び二において単に「個人情報」

という。）を収集することとし、次に掲げる個人情報を収集してはならないこと。ただし、特別な職業上の必

要性が存在することその他業務の目的の達成に必要不可欠であって、収集目的を示して本人から収集する場合

はこの限りでないこと。 

イ 人種、民族、社会的身分、門地、本籍、出生地その他社会的差別の原因となるおそれのある事項 

ロ 思想及び信条 

ハ 労働組合への加入状況 

（二） 職業紹介事業者等は、個人情報を収集する際には、本人から直接収集し、又は本人の同意の下で本人以外

の者から収集する等適法かつ公正な手段によらなければならないこと。 

（三） 職業紹介事業者等は、高等学校若しくは中等教育学校又は中学校若しくは義務教育学校の新規卒業予定者

から応募書類の提出を求めるときは、厚生労働省職業安定局長(以下「職業安定局長」という。)の定める書類

により提出を求めること。 

（四） 個人情報の保管又は使用は、収集目的の範囲に限られること。ただし、他の保管若しくは使用の目的を示

して本人の同意を得た場合又は他の法律に定めのある場合はこの限りでないこと。 
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二 個人情報の適正な管理 

（一） 職業紹介事業者等は、その保管又は使用に係る個人情報に関し、次の事項に係る措置を講ずるとともに、

求職者等からの求めに応じ、当該措置の内容を説明しなければならないこと。 

イ 個人情報を目的に応じ必要な範囲において正確かつ最新のものに保つための措置 

ロ 個人情報の紛失、破壊及び改ざんを防止するための措置 

ハ 正当な権限を有しない者による個人情報へのアクセスを防止するための措置 

ニ 収集目的に照らして保管する必要がなくなった個人情報を破棄又は削除するための措置 

（二） 職業紹介事業者等が、求職者等の秘密に該当する個人情報を知り得た場合には、当該個人情報が正当な理

由なく他人に知られることのないよう、厳重な管理を行わなければならないこと。 

（三） 職業紹介事業者及び労働者供給事業者は、次に掲げる事項を含む個人情報の適正管理に関する規程を作成

し、これを遵守しなければならないこと。 

イ 個人情報を取り扱うことができる者の範囲に関する事項 

ロ 個人情報を取り扱う者に対する研修等教育訓練に関する事項 

ハ 本人から求められた場合の個人情報の開示又は訂正（削除を含む。以下同じ。）の取扱いに関する事項 

ニ 個人情報の取扱いに関する苦情の処理に関する事項 

（四） 職業紹介事業者及び労働者供給事業者は、本人が個人情報の開示又は訂正の求めをしたことを理由として、

当該本人に対して不利益な取扱いをしてはならないこと。 

三 個人情報の保護に関する法律の遵守等 

一及び二に定めるもののほか、職業紹介事業者等は、個人情報の保護に関する法律第二条第五項に規定する個人

情報取扱事業者（以下「個人情報取扱事業者」という。）に該当する場合には、同法第四章第一節に規定する義務

を遵守しなければならないこと。また、個人情報取扱事業者に該当しない場合であっても、個人情報取扱事業者に

準じて、個人情報の適正な取扱いの確保に努めること。 

○雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用機会均等法）（抄） 
(目的)  

第１条 この法律は、法の下の平等を保障する日本国憲法の理念にのっとり雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確

保を図るとともに、女性労働者の就業に関して妊娠中及び出産後の健康の確保を図る等の措置を推進することを目的とする。

(基本的理念) 

第２条 この法律においては、労働者が性別により差別されることなく、また、女性労働者にあっては母性を尊重されつつ、充

実した職業生活を営むことができるようにすることをその基本的理念とする。 

２ 事業主並びに国及び地方公共団体は、前項に規定する基本的理念に従って、労働者の職業生活の充実が図られるように努め

なければならない。 

(性別を理由とする差別の禁止) 

第５条 事業主は、労働者の募集及び採用について、その性別にかかわりなく均等な機会を与えなければならない。  

第６条 事業主は、次に掲げる事項について、労働者の性別を理由として、差別的取扱いをしてはならない。 

 一 労働者の配置（業務の配分及び権限の付与を含む。）、昇進、降格及び教育訓練 

 二 住宅資金の貸付けその他これに準ずる福利厚生の措置であって厚生労働省令で定めるもの 

 三 労働者の職種及び雇用形態の変更 

 四 退職の勧奨、定年及び解雇並びに労働契約の更新 

(性別以外の事由を要件とする措置) 

第７条 事業主は、募集及び採用並びに前条各号に掲げる事項に関する措置であって労働者の性別以外の事由を要件とするもの

のうち、措置の要件を満たす男性及び女性の比率その他の事情を勘案して実質的に性別を理由とする差別となるおそれがあ

る措置として厚生労働省令で定めるものについては、当該措置の対象となる業務の性質に照らして当該措置の実施が当該業

務の遂行上特に必要である場合、事業の運営の状況に照らして当該措置の実施が雇用管理上特に必要である場合その他の合

理的な理由がある場合でなければ、これを講じてはならない。 

(女性労働者に係る措置に関する特例) 

第８条 前三条の規定は、事業主が、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障と 

なっている事情を改善することを目的として女性労働者に関して行う措置を講ずることを妨げるものではない。   

(婚姻、妊娠、出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等) 

第９条 事業主は、女性労働者が婚姻し、妊娠し、又は出産したことを退職理由として予定する定めをしてはならない。 

２ 事業主は、女性労働者が婚姻したことを理由として、解雇してはならない。 

３ 事業主は、その雇用する女性労働者が妊娠したこと、出産したこと、労働基準法第６５条第１項の規定による休業を請求し、

又は同項若しくは同条第２項の規定による休業をしたことその他の妊娠又は出産に関する事由であって厚生労働省令で定め

るものを理由として、当該女性労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

４ 妊娠中の女性労働者及び出産後一年を経過しない女性労働者に対してなされた解雇は、無効とする。ただし、事業主が当該

解雇が前項に規定する事由を理由とする解雇でないことを証明したときは、この限りでない。 

(指針) 

第10条 厚生労働大臣は、第５条から第７条まで及び前条第１項から第３項までの規定に定める事項に関し、事業主が適切に対
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規定に違反している事業主に対し、前条第１項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた者がこれに従わなかつ

たときは、その旨を公表することができる。 

(罰則) 

第33条 第29条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、２０万円以下の過料に処する。 

○障害者基本法（抄） 
(目的) 

第1条  この法律は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重

されるものであるとの理念にのつとり、全ての国民が、障害の有無によつて分け隔てられることなく、相互に人格と個性を

尊重し合いながら共生する社会を実現するため、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原則を定め、

及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本となる事

項を定めること等により、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とす

る。 

(定義)  

第2条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一  障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）が

ある者であつて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二  社会的障壁 障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、

観念その他一切のものをいう。 

(差別の禁止)  

第4条  何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。 

2  社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないときは、それを

怠ることによつて前項の規定に違反することとならないよう、その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければなら

ない。 

3  国は、第一項の規定に違反する行為の防止に関する啓発及び知識の普及を図るため、当該行為の防止を図るために必要と

なる情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

(職業相談等)  

第18条  国及び地方公共団体は、障害者の職業選択の自由を尊重しつつ、障害者がその能力に応じて適切な職業に従事するこ

とができるようにするため、障害者の多様な就業の機会を確保するよう努めるとともに、個々の障害者の特性に配慮した職

業相談、職業指導、職業訓練及び職業紹介の実施その他必要な施策を講じなければならない。 

2  国及び地方公共団体は、障害者の多様な就業の機会の確保を図るため、前項に規定する施策に関する調査及び研究を促進

しなければならない。 

3  国及び地方公共団体は、障害者の地域社会における作業活動の場及び障害者の職業訓練のための施設の拡充を図るため、

これに必要な費用の助成その他必要な施策を講じなければならない。 

(雇用の促進等)  

第19条  国及び地方公共団体は、国及び地方公共団体並びに事業者における障害者の雇用を促進するため、障害者の優先雇用

その他の施策を講じなければならない。 

2  事業主は、障害者の雇用に関し、その有する能力を正当に評価し、適切な雇用の機会を確保するとともに、個々の障害者

の特性に応じた適正な雇用管理を行うことによりその雇用の安定を図るよう努めなければならない。 

3  国及び地方公共団体は、障害者を雇用する事業主に対して、障害者の雇用のための経済的負担を軽減し、もつてその雇用

の促進及び継続を図るため、障害者が雇用されるのに伴い必要となる施設又は設備の整備等に要する費用の助成その他必要

な施策を講じなければならない。 

○障害者の雇用の促進等に関する法律（抄）  
(目的)  

第1条  この法律は、障害者の雇用義務等に基づく雇用の促進等のための措置、雇用の分野における障害者と障害者でない者

との均等な機会及び待遇の確保並びに障害者がその有する能力を有効に発揮することができるようにするための措置、職業

リハビリテーションの措置その他障害者がその能力に適合する職業に就くこと等を通じてその職業生活において自立するこ

とを促進するための措置を総合的に講じ、もつて障害者の職業の安定を図ることを目的とする。 

(基本的理念)  

第3条  障害者である労働者は、経済社会を構成する労働者の一員として、職業生活においてその能力を発揮する機会を与え

られるものとする。  

第4条  障害者である労働者は、職業に従事する者としての自覚を持ち、自ら進んで、その能力の開発及び向上を図り、有為

な職業人として自立するように努めなければならない。  

(事業主の責務)  

第5条  すべて事業主は、障害者の雇用に関し、社会連帯の理念に基づき、障害者である労働者が有為な職業人として自立し

ようとする努力に対して協力する責務を有するものであつて、その有する能力を正当に評価し、適当な雇用の場を与えると

ともに適正な雇用管理を行うことによりその雇用の安定を図るように努めなければならない。  

処するために必要な指針を定めるものとする。 

(職場における性的な言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置) 

第11条 事業主は、職場において行われる性的な言動に対するその雇用する労働者の対応により当該労働者がその労働条件につ

き不利益を受け、又は当該性的な言動により当該労働者の就業環境が害されることのないよう、当該労働者からの相談に応

じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針を

定めるものとする。 

(職場における妊娠、出産等に関する言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置) 

第 11条の２ 事業主は、職場において行われるその雇用する女性労働者に対する当該女性労働者が妊娠したこと、出産したこ

と、労働基準法第65条第１項の規定による休業を請求し、又は同項若しくは同条第２項の規定による休業をしたことその他

の妊娠又は出産に関する事由であって厚生労働省令で定めるものに関する言動により当該女性労働者の就業環境が害される

ことのないよう、当該女性労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措

置を講じなければならない。 

２  厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針

を定めるものとする。 

(妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置) 

第12条 事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、その雇用する女性労働者が母子保健法の規定による保健指導又は健康

診査を受けるために必要な時間を確保することができるようにしなければならない。  

第13条 事業主は、その雇用する女性労働者が前条の保健指導又は健康診査に基づく指導事項を守ることができるようにするた

め、勤務時間の変更、勤務の軽減等必要な措置を講じなければならない。  

２ 厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針を

定めるものとする。  

(事業主に対する国の援助) 

第14条 国は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇が確保されることを促進するため、事業主が雇用の分野における

男女の均等な機会及び待遇の確保の支障となっている事情を改善することを目的とする次に掲げる措置を講じ、又は講じよ

うとする場合には、当該事業主に対し、相談その他の援助を行うことができる。 

 一 その雇用する労働者の配置その他雇用に関する状況の分析 

 二 前号の分析に基づき雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障となっている事情を改善するに当たっ

て必要となる措置に関する計画の作成  

 三 前号の計画で定める措置の実施 

 四 前三号の措置を実施するために必要な体制の整備 

  五 前各号の措置の実施状況の開示 

(苦情の自主的解決) 

第15条 事業主は、第６条、第７条、第９条、第12条及び第13条第１項に定める事項（労働者の募集及び採用に係るものを除く。）

に関し、労働者から苦情の申出を受けたときは、苦情処理機関（事業主を代表する者及び当該事業場の労働者を代表する者

を構成員とする当該事業場の労働者の苦情を処理するための機関をいう。）に対し当該苦情の処理をゆだねる等その自主的

な解決を図るように努めなければならない。 

(紛争の解決の促進に関する特例) 

第16条 第５条から第７条まで、第９条、第11条第１項、第12条及び第13条第１項に定める事項についての労働者と事業主との

間の紛争については、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第４条、第５条及び第12条から第19条までの規定は適用

せず、次条から第27条までに定めるところによる。 

(紛争の解決の援助) 

第17条 都道府県労働局長は、前条に規定する紛争に関し、当該紛争の当事者の双方又は一方からその解決につき援助を求めら

れた場合には、当該紛争の当事者に対し、必要な助言、指導又は勧告をすることができる。 

２ 事業主は、労働者が前項の援助を求めたことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならな

い。 

(調停の委任) 

第18条 都道府県労働局長は、第16条に規定する紛争（労働者の募集及び採用についての紛争を除く。）について、当該紛争の

当事者の双方又は一方から調停の申請があつた場合において当該紛争の解決のために必要があると認めるときは、個別労働

関係紛争の解決の促進に関する法律第６条第１項の紛争調整委員会に調停を行わせるものとする。 

２ 前条第２項の規定は、労働者が前項の申請をした場合について準用する。   

(報告の徴収並びに助言、指導及び勧告) 

第29条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若

しくは勧告をすることができる。  

２ 前項に定める厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することが

できる。  

(公表) 

第30条 厚生労働大臣は、第５条から第７条まで、第９条第１項から第３項まで、第11条第１項、第12条及び第13条第１項の
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規定に違反している事業主に対し、前条第１項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた者がこれに従わなかつ

たときは、その旨を公表することができる。 

(罰則) 

第33条 第29条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、２０万円以下の過料に処する。 

○障害者基本法（抄） 
(目的) 

第1条  この法律は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重

されるものであるとの理念にのつとり、全ての国民が、障害の有無によつて分け隔てられることなく、相互に人格と個性を

尊重し合いながら共生する社会を実現するため、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原則を定め、

及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本となる事

項を定めること等により、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とす

る。 

(定義)  

第2条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一  障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）が

ある者であつて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二  社会的障壁 障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、

観念その他一切のものをいう。 

(差別の禁止)  

第4条  何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。 

2  社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないときは、それを

怠ることによつて前項の規定に違反することとならないよう、その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければなら

ない。 

3  国は、第一項の規定に違反する行為の防止に関する啓発及び知識の普及を図るため、当該行為の防止を図るために必要と

なる情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

(職業相談等)  

第18条  国及び地方公共団体は、障害者の職業選択の自由を尊重しつつ、障害者がその能力に応じて適切な職業に従事するこ

とができるようにするため、障害者の多様な就業の機会を確保するよう努めるとともに、個々の障害者の特性に配慮した職

業相談、職業指導、職業訓練及び職業紹介の実施その他必要な施策を講じなければならない。 

2  国及び地方公共団体は、障害者の多様な就業の機会の確保を図るため、前項に規定する施策に関する調査及び研究を促進

しなければならない。 

3  国及び地方公共団体は、障害者の地域社会における作業活動の場及び障害者の職業訓練のための施設の拡充を図るため、

これに必要な費用の助成その他必要な施策を講じなければならない。 

(雇用の促進等)  

第19条  国及び地方公共団体は、国及び地方公共団体並びに事業者における障害者の雇用を促進するため、障害者の優先雇用

その他の施策を講じなければならない。 

2  事業主は、障害者の雇用に関し、その有する能力を正当に評価し、適切な雇用の機会を確保するとともに、個々の障害者

の特性に応じた適正な雇用管理を行うことによりその雇用の安定を図るよう努めなければならない。 

3  国及び地方公共団体は、障害者を雇用する事業主に対して、障害者の雇用のための経済的負担を軽減し、もつてその雇用

の促進及び継続を図るため、障害者が雇用されるのに伴い必要となる施設又は設備の整備等に要する費用の助成その他必要

な施策を講じなければならない。 

○障害者の雇用の促進等に関する法律（抄）  
(目的)  

第1条  この法律は、障害者の雇用義務等に基づく雇用の促進等のための措置、雇用の分野における障害者と障害者でない者

との均等な機会及び待遇の確保並びに障害者がその有する能力を有効に発揮することができるようにするための措置、職業

リハビリテーションの措置その他障害者がその能力に適合する職業に就くこと等を通じてその職業生活において自立するこ

とを促進するための措置を総合的に講じ、もつて障害者の職業の安定を図ることを目的とする。 

(基本的理念)  

第3条  障害者である労働者は、経済社会を構成する労働者の一員として、職業生活においてその能力を発揮する機会を与え

られるものとする。  

第4条  障害者である労働者は、職業に従事する者としての自覚を持ち、自ら進んで、その能力の開発及び向上を図り、有為

な職業人として自立するように努めなければならない。  

(事業主の責務)  

第5条  すべて事業主は、障害者の雇用に関し、社会連帯の理念に基づき、障害者である労働者が有為な職業人として自立し

ようとする努力に対して協力する責務を有するものであつて、その有する能力を正当に評価し、適当な雇用の場を与えると

ともに適正な雇用管理を行うことによりその雇用の安定を図るように努めなければならない。  
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○外国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するための指針（概要） 
第一 趣旨 （略） 

第二 外国人労働者の雇用管理の改善等に関して必要な措置を講ずるに当たっての基本的考え方 

事業主は、外国人労働者について、雇用対策法、職業安定法、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等

に関する法律（以下「労働者派遣法」という。）、雇用保険法、労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法、労働者災害補償保

険法、健康保険法、厚生年金保険法等の労働関係法令及び社会保険関係法令（以下「労働・社会保険関係法令」という。）を遵

守するとともに、外国人労働者が適正な労働条件及び安全衛生を確保しながら、在留資格の範囲内でその有する能力を有効に

発揮しつつ就労できる環境が確保されるよう、この指針で定める事項について、適切な措置を講ずるべきである。 

第三 外国人労働者の定義  

この指針において「外国人」とは、日本国籍を有しない者をいい、特別永住者並びに在留資格が「外交」及び「公用」の者

を除くものとする。また、「外国人労働者」とは、外国人の労働者をいうものとする。 

なお、「外国人労働者」には、技能実習制度において「技能実習」の在留資格をもって雇用関係の下で技術、技能等の修得の

ための活動又は修得した技術、技能等を要する業務に従事する活動を行う者（以下「技能実習生」という。）も含まれるもので

ある。 

第四 外国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が講ずべき必要な措置 

一 外国人労働者の募集及び採用の適正化 

１ 募集 

事業主は、外国人労働者を募集するに当たっては、募集に応じ労働者になろうとする外国人に対し、当該外国人が採用後

に従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間、就業の場所、労働契約の期間、労働・社会保険関係法令の適用に関する事項

（以下１において「明示事項」という。）について、その内容を明らかにした書面の交付又は当該外国人が希望する場合にお

ける電子メールの送信のいずれかの方法（以下１において「明示方法」という。）により、明示すること。特に、募集に応じ

労働者になろうとする外国人が国外に居住している場合にあっては、来日後に、募集条件に係る相互の理解の齟齬等から労

使間のトラブル等が生じることのないよう、事業主による渡航費用の負担、住居の確保等の募集条件の詳細について、あら

かじめ明確にするよう努めること。 

また、事業主は、国外に居住する外国人労働者のあっせんを受ける場合には、職業安定法の定めるところにより、無料の

職業紹介事業を行う地方公共団体又は職業紹介事業の許可を受けている者若しくは届出を行っている者（以下１において「職

業紹介事業者」という。）から受けるものとし、職業安定法又は労働者派遣法に違反する者からは外国人労働者のあっせんを

受けないこと。その際、事業主は、求人の申込みに当たり、職業紹介事業者に対し、明示事項を明示方法により、明示する

こと。なお、職業紹介事業者が職業紹介を行うに当たり、国籍を理由とした差別的取扱いをすることは、職業安定法上禁止

されているところであるが、事業主においても、職業紹介事業者に対し求人の申込みを行うに当たり、国籍による条件を付

すなど差別的取扱いをしないよう十分留意すること。 

２ 採用 

事業主は、外国人労働者を採用するに当たっては、第五に定める方法等を通じ、あらかじめ、当該外国人が、採用後に従

事すべき業務について、在留資格上、従事することが認められる者であることを確認することとし、従事することが認めら

れない者については、採用してはならないこと。事業主は、外国人労働者について、在留資格の範囲内で、外国人労働者が

その有する能力を有効に発揮できるよう、公平な採用選考に努めること。特に、永住者、定住者等その身分に基づき在留す

る外国人に関しては、その活動内容に制限がないことに留意すること。 

また、新規学卒者等を採用する際、留学生であることを理由として、その対象から除外することのないようにするととも

に、異なる教育、文化等を背景とした発想が期待できる留学生の採用により、企業の活性化・国際化を図るためには、留学

生向けの募集・採用を行うことも効果的であることに留意すること。 

二 適正な労働条件の確保 

１ 均等待遇 

事業主は、労働者の国籍を理由として、賃金、労働時間その他の労働条件について、差別的取扱いをしてはならないこと。 

２ 労働条件の明示 

イ 書面の交付 

事業主は、外国人労働者との労働契約の締結に際し、賃金、労働時間等主要な労働条件について、当該外国人労働者が

理解できるようその内容を明らかにした書面を交付すること。 

ロ 賃金に関する説明 

事業主は、賃金について明示する際には、賃金の決定、計算及び支払の方法等はもとより、これに関連する事項として

税金、労働・社会保険料、労使協定に基づく賃金の一部控除の取扱いについても外国人労働者が理解できるよう説明し、

当該外国人労働者に実際に支給する額が明らかとなるよう努めること。 

３ 適正な労働時間の管理 

事業主は、法定労働時間の遵守、週休日の確保をはじめ適正な労働時間管理を行うこと。 

４ 労働基準法等関係法令の周知 

事業主は、労働基準法等関係法令の定めるところによりその内容について周知を行うこと。その際には、分かりやすい説

明書を用いる等外国人労働者の理解を促進するため必要な配慮をするよう努めること。 

５ 労働者名簿等の調製 

(障害者に対する差別の禁止) 

第34条  事業主は、労働者の募集及び採用について、障害者に対して、障害者でない者と均等な機会を与えなければならな

い。 

第35条  事業主は、賃金の決定、教育訓練の実施、福利厚生施設の利用その他の待遇について、労働者が障害者であること

を理由として、障害者でない者と不当な差別的取扱いをしてはならない。 

（障害者に対する差別の禁止に関する指針） 

第36条  厚生労働大臣は、前2条の規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するために必要な指針（次項において「差

別の禁止に関する指針」という。）を定めるものとする。 

2  第7条第3項及び第4項の規定は、差別の禁止に関する指針の策定及び変更について準用する。この場合において、同条第3

項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるものとする。 

(雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会の確保等を図るための措置) 

第36条の2  事業主は、労働者の募集及び採用について、障害者と障害者でない者との均等な機会の確保の支障となっている

事情を改善するため、労働者の募集及び採用に当たり障害者からの申出により当該障害者の障害の特性に配慮した必要な措

置を講じなければならない。ただし、事業主に対して過重な負担を及ぼすこととなるときは、この限りでない。 

第36条の3  事業主は、障害者である労働者について、障害者でない労働者との均等な待遇の確保又は障害者である労働者の

有する能力の有効な発揮の支障となっている事情を改善するため、その雇用する障害者である労働者の障害の特性に配慮し

た職務の円滑な遂行に必要な施設の整備、援助を行う者の配置その他の必要な措置を講じなければならない。ただし、事業

主に対して過重な負担を及ぼすこととなるときは、この限りでない。 

第36条の4  事業主は、前2条に規定する措置を講ずるに当たつては、障害者の意向を十分に尊重しなければならない。 

2  事業主は、前条に規定する措置に関し、その雇用する障害者である労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要

な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。 

(雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会の確保等に関する指針) 

第36条の5  厚生労働大臣は、前3条の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために

必要な指針（次項において「均等な機会の確保等に関する指針」という。）を定めるものとする。 

2 第7条第3項及び第4項の規定は、均等な機会の確保等に関する指針の策定及び変更について準用する。この場合において、

同条第3項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるものとする。 

(助言、指導及び勧告) 

第36条の6  厚生労働大臣は、第34条、第35条及び第36条の2から第36条の4までの規定の施行に関し必要があると認めるとき

は、事業主に対して、助言、指導又は勧告をすることができる。 

（身体障害者又は知的障害者の雇用に関する事業主の責務）  

第37条  すべて事業主は、対象障害者の雇用に関し、社会連帯の理念に基づき、適当な雇用の場を与える共同の責務を有す

るものであつて、進んで対象障害者の雇入れに努めなければならない。  

(一般事業主の雇用義務等)  

第43条  事業主（常時雇用する労働者（以下単に「労働者」という。）を雇用する事業主をいい、国及び地方公共団体を除く。

次章を除き、以下同じ。）は、厚生労働省令で定める雇用関係の変動がある場合には、その雇用する対象障害者である労働者

の数が、その雇用する労働者の数に障害者雇用率を乗じて得た数（その数に一人未満の端数があるときは、その端数は、切

り捨てる。第46条第1項において「法定雇用障害者数」という。）以上であるようにしなければならない。  

2  前項の障害者雇用率は、労働者（労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、安定した職業に就くことができない状態

にある者を含む。第54条第3項において同じ。）の総数に対する対象障害者である労働者（労働の意思及び能力を有するにも

かかわらず、安定した職業に就くことができない状態にある対象障害者を含む。第54条第3項において同じ。）の総数の割合

を基準として設定するものとし、少なくとも5年ごとに、当該割合の推移を勘案して政令で定める。  

3  第1項の対象障害者である労働者の数及び前項の対象障害者である労働者の総数の算定に当たつては、対象障害者である短

時間労働者（1週間の所定労働時間が、当該事業主の事業所に雇用する通常の労働者の1週間の所定労働時間に比し短く、か

つ、厚生労働大臣の定める時間数未満である常時雇用する労働者をいう。以下同じ。）は、その1人をもつて、厚生労働省令

で定める数の対象障害者である労働者に相当するものとみなす。  

4  （略） 

5  （略）  

6  （略） 

7  事業主（その雇用する労働者の数が常時厚生労働省令で定める数以上である事業主に限る。）は、毎年一回、厚生労働省令

で定めるところにより、対象障害者である労働者の雇用に関する状況を厚生労働大臣に報告しなければならない。  

8  （略） 

○障害者の雇用の促進等に関する法律施行令（抄） 
(障害者雇用率) 

第９条 法第43条第2項に規定する障害者雇用率は、１００分の２．２とする。 

(法第43条第4項及び第45条の2第5項の政令で定める数) 

第10条 法第43条第4項(…略…)の政令で定める数は、２人とする。 
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○外国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するための指針（概要） 
第一 趣旨 （略） 

第二 外国人労働者の雇用管理の改善等に関して必要な措置を講ずるに当たっての基本的考え方 

事業主は、外国人労働者について、雇用対策法、職業安定法、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等

に関する法律（以下「労働者派遣法」という。）、雇用保険法、労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法、労働者災害補償保

険法、健康保険法、厚生年金保険法等の労働関係法令及び社会保険関係法令（以下「労働・社会保険関係法令」という。）を遵

守するとともに、外国人労働者が適正な労働条件及び安全衛生を確保しながら、在留資格の範囲内でその有する能力を有効に

発揮しつつ就労できる環境が確保されるよう、この指針で定める事項について、適切な措置を講ずるべきである。 

第三 外国人労働者の定義  

この指針において「外国人」とは、日本国籍を有しない者をいい、特別永住者並びに在留資格が「外交」及び「公用」の者

を除くものとする。また、「外国人労働者」とは、外国人の労働者をいうものとする。 

なお、「外国人労働者」には、技能実習制度において「技能実習」の在留資格をもって雇用関係の下で技術、技能等の修得の

ための活動又は修得した技術、技能等を要する業務に従事する活動を行う者（以下「技能実習生」という。）も含まれるもので

ある。 

第四 外国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が講ずべき必要な措置 

一 外国人労働者の募集及び採用の適正化 

１ 募集 

事業主は、外国人労働者を募集するに当たっては、募集に応じ労働者になろうとする外国人に対し、当該外国人が採用後

に従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間、就業の場所、労働契約の期間、労働・社会保険関係法令の適用に関する事項

（以下１において「明示事項」という。）について、その内容を明らかにした書面の交付又は当該外国人が希望する場合にお

ける電子メールの送信のいずれかの方法（以下１において「明示方法」という。）により、明示すること。特に、募集に応じ

労働者になろうとする外国人が国外に居住している場合にあっては、来日後に、募集条件に係る相互の理解の齟齬等から労

使間のトラブル等が生じることのないよう、事業主による渡航費用の負担、住居の確保等の募集条件の詳細について、あら

かじめ明確にするよう努めること。 

また、事業主は、国外に居住する外国人労働者のあっせんを受ける場合には、職業安定法の定めるところにより、無料の

職業紹介事業を行う地方公共団体又は職業紹介事業の許可を受けている者若しくは届出を行っている者（以下１において「職

業紹介事業者」という。）から受けるものとし、職業安定法又は労働者派遣法に違反する者からは外国人労働者のあっせんを

受けないこと。その際、事業主は、求人の申込みに当たり、職業紹介事業者に対し、明示事項を明示方法により、明示する

こと。なお、職業紹介事業者が職業紹介を行うに当たり、国籍を理由とした差別的取扱いをすることは、職業安定法上禁止

されているところであるが、事業主においても、職業紹介事業者に対し求人の申込みを行うに当たり、国籍による条件を付

すなど差別的取扱いをしないよう十分留意すること。 

２ 採用 

事業主は、外国人労働者を採用するに当たっては、第五に定める方法等を通じ、あらかじめ、当該外国人が、採用後に従

事すべき業務について、在留資格上、従事することが認められる者であることを確認することとし、従事することが認めら

れない者については、採用してはならないこと。事業主は、外国人労働者について、在留資格の範囲内で、外国人労働者が

その有する能力を有効に発揮できるよう、公平な採用選考に努めること。特に、永住者、定住者等その身分に基づき在留す

る外国人に関しては、その活動内容に制限がないことに留意すること。 

また、新規学卒者等を採用する際、留学生であることを理由として、その対象から除外することのないようにするととも

に、異なる教育、文化等を背景とした発想が期待できる留学生の採用により、企業の活性化・国際化を図るためには、留学

生向けの募集・採用を行うことも効果的であることに留意すること。 

二 適正な労働条件の確保 

１ 均等待遇 

事業主は、労働者の国籍を理由として、賃金、労働時間その他の労働条件について、差別的取扱いをしてはならないこと。 

２ 労働条件の明示 

イ 書面の交付 

事業主は、外国人労働者との労働契約の締結に際し、賃金、労働時間等主要な労働条件について、当該外国人労働者が

理解できるようその内容を明らかにした書面を交付すること。 

ロ 賃金に関する説明 

事業主は、賃金について明示する際には、賃金の決定、計算及び支払の方法等はもとより、これに関連する事項として

税金、労働・社会保険料、労使協定に基づく賃金の一部控除の取扱いについても外国人労働者が理解できるよう説明し、

当該外国人労働者に実際に支給する額が明らかとなるよう努めること。 

３ 適正な労働時間の管理 

事業主は、法定労働時間の遵守、週休日の確保をはじめ適正な労働時間管理を行うこと。 

４ 労働基準法等関係法令の周知 

事業主は、労働基準法等関係法令の定めるところによりその内容について周知を行うこと。その際には、分かりやすい説

明書を用いる等外国人労働者の理解を促進するため必要な配慮をするよう努めること。 

５ 労働者名簿等の調製 
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は就労資格証明書とし、その他の者にあっては旅券又は在留資格証明書（当該外国人労働者が資格外活動の許可を受け

ている旨が記載されていない場合には、資格外活動許可書又は就労資格証明書を含む。）とする。）の提示を求め、届け

出るべき事項を確認する方法 

三 届出の方法・期限（略） 

四 確認に当たっての留意事項 

事業主は、雇い入れようとする者（平成十九年十月一日時点で現に雇い入れている者を含む。）について、通常の注意力

をもって当該者が外国人であると判断できる場合に、当該者に係る一の事項を確認すること。ここで通常の注意力をもっ

て当該者が外国人であると判断できる場合とは、特別な調査等を伴うものではなく、氏名や言語などから、当該者が外国

人であることが一般的に明らかである場合をいうこと。このため、例えば、通称として日本名を用いており、かつ、日本

語の堪能な者など、通常の注意力をもっては、当該者が外国人であると判断できない場合にまで、確認を求めるものでは

ないこと。なお、一に掲げる事項以外の事項の確認・届出は必要のないものであり、外国人労働者のプライバシーの保護

の観点からも、この点に十分留意すること。 

第六 外国人労働者の雇用労務責任者の選任 

第七 技能実習生に関する事項                       （略） 

第八 職業安定機関、労働基準監督機関その他関係行政機関の援助と協力 

事業主は、労働基準法の定めるところにより労働者名簿及び賃金台帳を調製すること。その際には、外国人労働者につい

て、家族の住所その他の緊急時における連絡先を把握しておくよう努めること。 

６ 金品の返還等 

事業主は、外国人労働者の旅券等を保管しないようにすること。また、外国人労働者が退職する際には、労働基準法の定

めるところにより当該外国人労働者の権利に属する金品を返還すること。また、返還の請求から七日以内に外国人労働者が

出国する場合には、出国前に返還すること。 

三 安全衛生の確保 (略) 

四 雇用保険、労災保険、健康保険及び厚生年金保険の適用 

１ 制度の周知及び必要な手続の履行 

事業主は、外国人労働者に対し、雇用保険、労災保険、健康保険及び厚生年金保険（以下「労働・社会保険」という。）に

係る法令の内容及び保険給付に係る請求手続等について、雇入れ時に外国人労働者が理解できるよう説明を行うこと等によ

り周知に努めること。また、労働・社会保険に係る法令の定めるところに従い、被保険者に該当する外国人労働者に係る適

用手続等必要な手続をとること。 

２ 保険給付の請求等についての援助 (略) 

五 適切な人事管理、教育訓練、福利厚生等 

１適切な人事管理 ２生活指導等 ３教育訓練の実施等 ４福利厚生施設 ５帰国及び在留資格の変更等の援助（略） 

６ 労働者派遣又は請負を行う事業主に係る留意事項 

労働者派遣の形態で外国人労働者を就業させる事業主にあっては、当該外国人労働者が従事する業務の内容、就業の場所、

当該外国人労働者を直接指揮命令する者に関する事項等、当該外国人労働者の派遣就業の具体的内容を当該外国人労働者に

明示する、派遣先に対し派遣する外国人労働者の氏名、労働・社会保険の加入の有無を通知する等、労働者派遣法の定める

ところに従い、適正な事業運営を行うこと。 

また、派遣先は、労働者派遣事業の許可を受けていない者又は届出を行っていない者からは外国人労働者に係る労働者派

遣を受けないこと。請負を行う事業主にあっては、請負契約の名目で実質的に労働者供給事業又は労働者派遣事業を行うこ

とのないよう、職業安定法及び労働者派遣法を遵守すること。 

また、請負を行う事業主は、自ら雇用する外国人労働者の就業場所が注文主である他の事業主の事業所内である場合に、

当該事業所内で、第六で選任する雇用労務責任者等に人事管理、生活指導等の職務を行わせること。 

六 解雇の予防及び再就職の援助 

事業主は、事業規模の縮小等を行おうとするときは、外国人労働者に対して安易な解雇等を行わないようにするとともに、

やむを得ず解雇等を行う場合は、その対象となる外国人労働者で再就職を希望する者に対して、関連企業等へのあっせん、

教育訓練等の実施・受講あっせん、求人情報の提供等当該外国人労働者の在留資格に応じた再就職が可能となるよう、必要

な援助を行うように努めること。その際、公共職業安定所と密接に連携するとともに、公共職業安定所の行う再就職援助に

係る助言・指導を踏まえ、適切に対応すること。 

第五 外国人労働者の雇用状況の届出 

事業主は、雇用対策法第二十八条第一項及び附則第二条第一項の規定に基づき、新たに外国人労働者を雇い入れた場合若し

くはその雇用する外国人労働者が離職した場合又は平成十九年十月一日の時点で現に外国人労働者を雇い入れている場合には、

当該外国人労働者の氏名、在留資格、在留期間等の一に掲げる事項について、二に掲げる方法により確認し、三に掲げる方法

及び期限に従って、当該事項を当該事業主の事業所の所在地を管轄する公共職業安定所の長に届け出ること。なお、確認に当

たっての留意事項は、四のとおりとすること。 

一 確認し、届け出るべき事項 

イ 雇用保険被保険者資格を有する外国人労働者（ハに該当する者を除く。）について 

氏名、在留資格（資格外活動の許可を受けて就労する者を雇い入れる場合にあっては当該許可の有無を含む。ロにお

いて同じ。）、在留期間、生年月日、性別、国籍の属する匡又は出入国管理及び難民認定法第二条第五号ロに規定する地

域（以下「国籍・地域」という。）のほか、職種、賃金、住所等の雇用保険被保険者資格取得届又は雇用保険被保険者資

格喪失届に記載すべき当該外国人の雇用状況等に関する事項 

ロ 雇用保険被保険者資格を有さない外国人労働者（ハに該当する者を除く。）について 

氏名、在留資格、在留期間、生年月日、性別、国籍・地域 

ハ 平成十九年十月一日の時点で現に雇い入れている外国人労働者について 

氏名、在留資格、在留期間、生年月日、性別、国籍・地域 

二 確認の方法 

イ ロに該当する者以外の外国人労働者について 

当該外国人労働者の在留カード（在留カードを所持しない者のうち、出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和

条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律の施行に伴う厚生労働

省関係法令の整備に関する省令（以下「整備省令」という。）附則第二条第一項の規定により外国人登録証明書が在留カ

ードとみなされる者にあっては外国人登録証明書とし、その他の者にあっては旅券又は在留資格証明書とする。）の提示

を求め、届け出るべき事項を確認する方法 

ロ 資格外活動の許可を受けて就労する外国人労働者について 

当該外国人労働者の在留カード（在留カードを所持しない者のうち、整備省令附則第二条第一項の規定により外国人

登録証明書が在留カードとみなされる者にあっては外国人登録証明書及び旅券、在留資格証明書、資格外活動許可書又
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は就労資格証明書とし、その他の者にあっては旅券又は在留資格証明書（当該外国人労働者が資格外活動の許可を受け

ている旨が記載されていない場合には、資格外活動許可書又は就労資格証明書を含む。）とする。）の提示を求め、届け

出るべき事項を確認する方法 

三 届出の方法・期限（略） 

四 確認に当たっての留意事項 

事業主は、雇い入れようとする者（平成十九年十月一日時点で現に雇い入れている者を含む。）について、通常の注意力

をもって当該者が外国人であると判断できる場合に、当該者に係る一の事項を確認すること。ここで通常の注意力をもっ

て当該者が外国人であると判断できる場合とは、特別な調査等を伴うものではなく、氏名や言語などから、当該者が外国

人であることが一般的に明らかである場合をいうこと。このため、例えば、通称として日本名を用いており、かつ、日本

語の堪能な者など、通常の注意力をもっては、当該者が外国人であると判断できない場合にまで、確認を求めるものでは

ないこと。なお、一に掲げる事項以外の事項の確認・届出は必要のないものであり、外国人労働者のプライバシーの保護

の観点からも、この点に十分留意すること。 

第六 外国人労働者の雇用労務責任者の選任 

第七 技能実習生に関する事項                       （略） 

第八 職業安定機関、労働基準監督機関その他関係行政機関の援助と協力 
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